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（1）地域住民の立場に立って地域の福祉を担う

ボランティアです

○ 民生委員は「民生委員法」に基づき厚生労働
大臣から委嘱された非常勤の地方公務員です

○ 民生委員は「児童福祉法」に定める
児童委員を兼ねています

○ いわば「制度化されたボランティア」ですが、
給与の支給はありません
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近所にある、営業前の銭湯を
お借りしたサロン活動

「お暑いので、お気を付けて」 消防署の方と一緒に
火災報知機の説明に

離乳食講習会でお手伝い
ぐずった赤ちゃんを抱っこしてあやします

「行ってらっしゃい！」子育てサロンで楽しい企画
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（2）地域を見守り、地域住民の身近な相談相手と

して専門機関への橋渡し役をします

○ 自らも地域住民の一員として、担当する区域の中
で活動します

○ 高齢者や障がい者、子どもや子育て中の親、経
済的に困窮する方々など、様々な生活上の心配
事や悩み事の相談に応じます

○ 法に基づく守秘義務があり、相談内容の秘密は
守られます

4



子育てサロンで、お母さんの声に耳を傾けます

親身になって相談に乗ります

ふれあい食事会の場で、日常の心配事がぽろり

様々な研修会に出席し、研鑚に励みます
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（3）子どもや子育てに関する支援を専門に担当

する主任児童委員もいます

○ 同じ民生委員・児童委員として委嘱された人の中
から指名されます（担当区域は持ちません）

○ 平成6年1月に制度化されました

○ 区域を担当する民生委員・児童委員と連携しな
がら子育て支援や健全育成活動などに取り組み
ます 6



（4）制度の沿革
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◆平成29年（2017） 民生委員制度創設 １００周年
◆平成29年（2017） 児童委員制度創設 ７０周年
◆平成30年（2018） 東京都の救済委員制度創設 １００周年



（1）定数・現員数等

定数 現員数 充足率 性別

全国 236,272人 230,060人 97.4％
男 39.8％
女 60.2％

東京都 10,714人 10,057人 93.9％
男 25.4％
女 74.6％
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（2）年齢

40代以下 50代 60代 70代以上

全国 2.3％ 15.1％ 60.7％ 21.9％

東京都 4.7％ 19.8％ 62.1％ 13.4％

※ 東京都は再任年齢を73歳未満と規定。全国は75歳未満選出を努力義
務として規定
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（3）経験期間

1期（3年）
以下

2期 3期 4期以上

全国 36.1％ 25.8％ 16.0％ 22.1％

東京都 25.5％ 23.3％ 29.3％ 21.9％
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（4）担当世帯数（国基準と東京都の平均）

区 分 配置基準

国
基
準

東京都区部・指定都市 220～440世帯に1人

中核市・人口10万以上の市 170～360世帯に1人

人口10万未満の市 120～280世帯に1人

町村 70～200世帯に1人

東京都全体の平均 1人当たり 619世帯

※ 各表内の全国の数字は「平成25年度福祉行政報告」より、東京都の数字
は「民生委員・児童委員関係通知類集（第11集）」より作成
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（1）少子化、高齢化、家族形態の変化

○ 日本の総人口は2010年の1億2800万人をピー
クに減少に転じ、2060年には8674万人まで減少

○ 団塊の世代が75歳となる2025年には、75歳以
上が全人口の18％となる。2060年には、総人口
は減少する一方で65歳以上は約40％となる

○ 単身世帯、高齢者の単身世帯、ひとり親世帯とも
に今後も増加が予想されている
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（2）福祉問題の複雑化・多様化

○ 孤立・孤独死
○ 生活困窮者
○ 老々介護・認々介護
○ 認知症高齢者の徘徊や行方不明
○ 高齢者虐待・障がい者虐待
○ 児童虐待・育児困難・所在不明児童
○ ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）
○ 消費者被害
○ 災害時要援護者
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（3）重層（複合）化する問題、制度の狭間や

対象外の問題

○ 例えば要介護の親と障がいのある子どもの世帯
○ いわゆるゴミ屋敷の問題
○ 日常生活内の「時々の」「ちょっとしたことの」手助

け（ゴミ出しや庭木の剪定、電球交換等）に困る
○ 要支援、要介護と認定されない軽度の状態や病

気、ケガによる一時的な要支援状態
○ 買い物や外出支援などのニーズへの対応
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（1）なり手不足

○ 都市部に限らず、全国的な傾向

○ ボランティアへの関心の高まりの一方で、民生委
員はやりたくない（忙しい・大変そう等のマイナス
イメージの浸透）

○ 「介護をしているため」「働いているため」時間が
取れないという人の増加
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（2）期待感の高さゆえの負担増、多忙さ、困難さ

○ 一定の信任を得ているためか行政、警察、消防
等から多様な依頼が舞い込む（福祉部門におけ
る住民の代表者としての側面も）

○ 民生委員として出席する会議、行事など日々の
活動以外にも出かける用件が少なくない

○ 難しい問題や経験したことのない問題への対応
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（3）個人情報の適切な取り扱い

○ 守秘義務（民生委員法第15条）

○ 個人情報保護法への過剰反応（地域での活動
に際し、支援を必要とする方々の情報が自治体
から提供されない）

○ 個人情報の提供に関する法改正や国の通知に
よる支援は徐々に進んできた（しかし、各自治体
の条例との調整が難しい）
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（1）普及・啓発活動の推進

○ 黒衣（くろこ）の時代からアウトリーチへ

○ 地域を耕し、地域に福祉の眼を拡げる

○ 橋渡し役（パイプ役）として住民と関係機関とをつ
なぐ、結ぶ

東京都民生委員・児童委員
キャラクター「ミンジー」
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広く知っていただくためパレードを行っています
（５月１２日 民生委員・児童委員の日）

着ぐるみは子どもたちに大人気

各地区でもパネル展示等を行っています

19



（2）民生委員・児童委員としての温かな

おせっかいの率先

○ 東京都「東京OSEKKAI化計画」
～従来の余計なお世話という意味でのおせっか
いではなく、子育てをしている親と子どもを優しく
温かく見守る行動～

○ おせっかいは、昔から民生委員・児童委員の専
売特許（地域のおじさん・おばさんとして）

○ 子どもに限らず、誰もが安心して暮らせるように
地域全体におせっかいを拡げたい
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（3）民生委員・児童委員も支え合いの視点を持つ

○ 委員同士でお互い様の精神

○ 単眼より複眼

○ ひとりでの活動からチーム活動、班活動へ
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（1）誰もが担い手となる「地域ぐるみ」の活動
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※ 「民生委員制度創設100周年記念『東京版活動強化方策』」より

担い手 受け手

第三者

不足

担い手 受け手

第三者

一方通行

誰もが受け手となり担い手にもなる

これまでこれまで これからこれから

固定化

いつでも受け手となり得る



（2）地域の特性に応じた幅広い参加と協働

23
※ 「平成28～30年度 東京都社会福祉協議会中期計画」より

民生委員だけでは
担いきれない。
地域ぐるみで取り組む

これからも地域住民の
立場に立って、寄り添
い、見守り、つなぐ

これまで受け手とされた人
も、福祉とはかかわりのな
かった人も、あるいは事業
者、団体、学校等も含め、
多様な主体が協働できる
地域社会



市町村による包括的相談支援体制づくりについて（問題提起）

中核地域生活支援センターがじゅまる（千葉県）

センター長 朝比奈 ミカ

１．社会的な背景、状況

①地縁、血縁、社縁から離れた人たちの増加

→その人のそばにいて、生活や心身の変化をキャッチする人がいない

その人のことを説明する・説明できる人がいない

何かあったらその人とかかわる用意のある人がいない

②社会保障の諸制度は申請主義が基本となっているが、そこにつなぐ関わりや機能が

求められている

③若年層や現役世代は、仕事を求める、暴力から逃げる等の理由で、広域で移動する

２．相談支援ニーズをめぐる状況

①障害者手帳を取る意識やチャンスのなかった障害のある人たち、とくに認知に障害

のある人たち（知的障害、発達障害、精神障害、高次脳機能障害、情緒障害、認知

症等）が、本人も周囲も障害に気づかないまま困難を抱えるに至っている

→わかりにくい障害を面接相談だけで把握するのは限界があることを前提に、相

談を受ける従事者に求められるスキルをどのように整えるか

②どの相談機関でも複雑な問題を抱えた相談が増えてきているが、それに応える連携

体制づくり（分野を超えた官民の連携関係の構築と維持、相談を受ける従事者の姿

勢や問題意識等）は十分とは言えない。

③家庭内の暴力、性犯罪（加害・被害）、戸籍の問題等、身近な地域のなかだからこ

そ声をあげにくいニーズが存在する →広域の相談機能と調整機能の必要性

④平日の日中に相談できない人たちのニーズにどのように対応していくか

⑤個別の相談ニーズに相談支援機関の機能だけで対応していくことは、質量ともに限

界がある。地域の場づくりや同じニーズをもつ人たちのグループ活動をどのように

サポートしていくか

⑥相談支援ニーズは時代状況のなかで想定を超えて変容していく。新しい課題を柔軟

に受け止めていくための対象を限定しない相談支援事業が求められている

朝比奈委員提出資料



（１）住民主体による地域課題の解決力強化・体制づくりの在り方

（２）市町村による包括的な相談支援体制の整備の在り方

（３）寄附文化の醸成に向けた取組自治会でのワンコインカフェ

高齢化率60％の集落の見守り隊

住民主体の課題解決力
交流力：住民同士がつながり、顔の見える関係ができる場や取り組みがある。
合意形成力：みんなで問題共有や取り組みについて話し合う場がある。
課題発見力：地域の困りごとや困っている人への気づきがあり、問題を持ち
込める場がある。（民生委員や社協などとの顔の見える関係）

自治会主体の見守り会議に保健師
や警察、社協等が参加して課題を共
有。住民も安心して活動ができる。

〈自治会域：見守り会議〉 〈旧町村域：セーフティネット連絡会〉

6地域の住民福祉協議会と、医療、高

齢、障害、児童、貧困、教育、まちづく
りなどの専門職が地域課題を話し合う。

• 新たな募金手法を開発し、テーマ型で取り
組む共同募金運動。

• 住民が主体的に取り組む見守りネット
ワーク活動を地域に広げていくための「運
動」として展開。

• 見守りネットワークに100％使われる財源
として2013年度からスタート。

〈市域：生活困窮者事業〉

分野を越えた他機関と住
民、NPOによる運営委員

会、２２課による庁内連携
会議、専門部会による
ネットワークによる資源開
発

寄付付き商品で
企業が協力

第１回地域力強化検討会提出：井岡仁志（高島市共同募金委員会）

井岡委員提出資料井岡委員提出資料



地域における住民主体の課題解決力強化・
相談支援体制の在り方に関する検討会

資料

平成28年10月4日

奥山千鶴子
NPO法人びーのび－の

NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 理事長

奥山千鶴子

奥山委員提出資料



◎NPO法人びーのびーの 横浜

・地域子育て支援拠点事業（3ヶ所）
おやこの広場びーのびーの

港北区地域子育て支援拠点どろっぷ
港北区地域子育て支援拠点どろっぷサテライト

・ファミリー・サポート･センター事業（どろっぷ内）
・利用者支援事業基本型（どろっぷ内）
・小規模保育事業

ちいさなたね保育園（19人定員）

・預かり保育まんまーる（2～3歳児のグループ保育、自主事業）

◎NPO法人子育てひろば全国連絡協議会
・地域子育て支援拠点事業者の中間支援組織
会員 1,162 （平成28年7月現在）

◎にっぽん子育て応援団企画委員 （2009年～現在）
・子育てしやすいにっぽんを目指して

活動紹介
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地域子育て支援拠点・子育てひろばとは？

◎対象者 概ね就園前の乳幼児とその養育者
◎設置数 全国に、８０００か所以上
◎場所 保育所併設、公的施設内、児童館、

商店街、一戸建て、空き家活用等
◎法的根拠 児童福祉施設、子ども・子育て支援法

全国の利用者調査（平成27年）
＊ひろば全協 利用者１，１７５人調査

●核家族率 ８６．２％
●９割の母親が働いていないが、そのうち２割は育児休業中。
●７２．１%の母親が自分が育った市区町村以外で子育てしている
●「近所で子どもを預かってくれる人がいない」と
答えた母親は、アウェイ育児で７１．４％で、そうでない母親の
２倍以上。
●拠点利用後の効果として、「子どもの友だちが増えた」「大人と
日常的な会話をする機会が増えた」という答えは、アウェイ育児
のほうが高い。

「つながり」をつくり、アウェイをホームに変える
地域子育て支援拠点には、大きな力がある！

アウェイ育児
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利用者支援事業への期待
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保育所

幼稚園

ファミリー・サポート・
センター 指定障害児相

談支援
事業所

地域の保健師
（保健所）

家庭児童相談
（児相）

保健・医療・福祉などの関係機関（役所、保健所、児童相談所 等）

教育・保育・保健その他の子育て支援の利用支援・援助
（案内・アフターフォローなど）

個別ニーズ
の把握、
情報集約
・提供
相談

（子育て親子の身近な場所）

子育て中の親子など

子どもを預けたい

子どものことで気にか
かることがある

等々

認定こども園

連絡調整、連携・協働の体制づくり、地域の子育て資源の育成、
地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等

利用者支援実施施設

放課後児童クラブ
・児童館

基本型

特定型

母子保健型
保健師等の専門職がすべての妊産婦等を対象に「利用者支援」と
「地域連携」を共に実施
主として保健所･保健センター等を活用

主に「利用者支援」を実施。
主として、行政機関の窓口等を活用（保育コンシェルジュ事業等）

「利用者支援」と「地域連携」を共に実施
主に行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活用
（地域子育て支援拠点等）

地域の
支え合い
活動

利用者支援専門員
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利用者支援事業創設の目的

知り合いもい
ないし、どうし
たらいいのか
不安だわ。

知り合いも増え、
上手く支援を活
用して、なんとか
やっていけそう！保健師

家庭訪問員

地域子育て支援拠点

利用者支
援専門員

ママ友

子育てサロン

保育所コミュニティカフェ

地域の予防型支援の実現

一時保育 園庭
開放



○地域課題
・地域福祉、地域包括ケアに子ども・子育て支援が入っていない

・子育て支援にお金がつかない

・子育ての孤立感、不安感、児童虐待、貧困、ひとり親家庭の困難等

課題を抱える家庭の増加

・旧住民、新住民、仮住民、転勤族など多様な住民

・地域づくり、組織化の困難さ

・人口規模、地域ごとの多様性

・企業の支援が見えない

最大の課題は、子ども・子育てに関する地域の人々の理解

6

にっぽん子育て応援団 地域まるごとケア・プロジェクト

公益財団法人さわやか福祉財団 助成事業



○目指すべき方向性
・生涯現役＝全員参加（赤ちゃんから高齢者まで）の地域づくり

・多世代が集う居場所を中心としたコミュニティ形成

・地域に張り巡らされた重層的なネットワーク

・誰もが納得、参加していると感じられる一体感の醸成

・地域で○○をする 合意形成

立ち上げ時と継続、時機にあったキーパーソンの存在

行政、NPO、企業、地縁団体などをつなぐコーディネーター

赤ちゃんから ばあば、じいじまで、家族まるごと 地域で支え合おう
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にっぽん子育て応援団 地域まるごとケア・プロジェクト

公益財団法人さわやか福祉財団 助成事業



地域デビューをする子育て当事者である親の主体性とニーズを尊重
より豊かな子育てが可能となるように親としての成長に寄り添う
同時に、地域の子育て力を高めていく 地域づくりの担い手へ

8

地域子育て支援からみた地域力強化の必要性

●個別支援
○日常的な居場所や利用者支援を窓口とした身近な相談場所
○地域の循環型支援 （支えられるものから支えるものへ）
○お互い様の支援関係（支える側でもあり、支えられる側でもある）

●地域連携
○エリア 小中学校区、連合町内会、地区社協、地域包括支援センターエリア等
○市町村担当部署・担当者との協働・連携
○顔の見える多機関連携
○地域のセーフティーネットの一員として
○地域の支援力と子育て支援力の相乗効果

●小規模多機能自治の可能性 住民の参画・協働 事業化へ



越智委員提出資料

第１回地域力強化検討会発言要旨

Ⅰ、住民主体による地域課題の解決力強化・体制づくりの在り方

・住民の立場から、なぜ住民主体なのかが納得できる情報が伝えられていな

い。また、その場合行政の役割が明確になっていることが重要と思う。

・地域福祉計画(地域福祉活動計画)の義務化

２、市町村による包括的な相談支援体制の整備の在り方

・小規模自治体での体制づくりは重要、その際には県行政の理解と積極的な

取り組みを期待する。

３、寄付文化の醸成に向けた取り組み

・寄付金がどのように使われているかを明確にしなければ協力を得られない。

琴平町社会福祉協議会 越智和子



共に生きるネットワーク(住民)
(個別)支援ネットワーク

(個別)支援ネットワーク

地区地域福祉推進連絡会

一人ひとりを支える(専門職）ネットワーク

医療・保健・福祉関係者連絡会

専門職のネットワーク

行 政
（保健・福祉）

地域包括支援

センター
医療機関 入所施設

福祉委員活動
ひだまりクラブ(サロン活動）

法務

■生活を支えるサービスとシステム・財源づくり

■活動拠点整備

商店

琴平町社会福祉協議会３

越智委員提出資料



かがわ

地域福祉推進体制

自治会

社 協

地区地域福祉推進連絡会

福祉委員

民生委員

地域福祉懇談会婦人会
老人会

各種団体

ボランティア・ＮＰＯ 町行政

琴平町社会福祉協議会２

拠点

ひだまりクラブ活動

中讃圏域

県（全域）

かがわ後見ネットワーク

ＮＰＯ後見ネットかがわ

医療・保健・福祉連絡会

自治会長



藤沢市
Fujisawa City

藤沢型地域包括ケアシステムを推進するための

地域の相談支援体制と

多様な主体との協働による地域づくり

〜取組事例からの抜粋〜

藤沢市

1

片山委員提出資料



藤沢市
Fujisawa City

居場所事業・まちかど相談

• 地域のインフォーマルな
社会資源等の把握

• 地域のネットワークづくり

•高齢者の総合的な相談支援

•権利擁護

•支援に関する連携・調整

•介護予防ケアマネジメント

•誰もが気軽に⽴ち寄れる居場所

• まちかど相談（一次相談）

地域の縁側

•ボランティア活動の拠点

•ボランティアのコーディネート

民間企業
ＮＰＯ等

自治会
町内会

健康づくり
予防事業

サロン事業 生活支援

見守り活動

医療機関

相談支援
サービス提供

市民センター・公民館

（総合支援拠点）

市社会福祉協議会

バックアップふじさわ社協
・地域を基盤としたソーシャルワーク

・住⺠主体の活動⽀援 など

各地区における相談支援・地域づくりイメージ

• 在宅医療⽀援
• 医療、介護、
多職種連携

• 高齢者支援
• 障がい児者支援
• 子育て、若者⽀援

地域支援活動

市役所本庁

・総合相談室（バックアップふじさわ）
・基幹型地域包括支援センター

・⼦ども、若者、⾼齢、障がい、教育等の関係

各課の連携

子育て支援

2

学 校
教育機関

学習支援

民生委員
老人クラブ



藤沢市
Fujisawa City

連携・支援

【平成28年度】 行政・市社協による相談支援・地域づくり支援体制

基
幹
型
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
（
直
営
）

福祉保健総合相談室

⽣活困窮者⾃⽴⽀援

バックアップふじさわ

市
(非)

市
(非)

市
(正)

市
(正)

市
(正)

市
(非)

• 自立相談支援
• 学習支援 等

• 総合相談
• 成年後見相談

市
(正)

各
課
等
と
の
連
携
（
子
ど
も
、
若

者
、
高
齢
、
障
が
い
、
教
育

等
）

ふ
じ
さ
わ
あ
ん
し
ん
セ
ン
タ
ー

ふ
じ
さ
わ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

社協 社協 社協社協社協

バックアップ
ふじさわ社協（委託）

• 総合相談、支援
• 地域福祉の推進（地域づくり）
• 資金貸付事業 等

協 働

公

民

館

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー

地域包括支援センター地
区
福
祉
窓
口

社協
市
(正)

窓
口
サ
ー
ビ
ス

地
域
の
活
動
団
体

• あらゆる資源を活用した個
別支援

• 公的サービスへのスムース
なつなぎ

• 地域の活動団体の支援など

• より住民の側に立った総
合的・包括的支援

• 地域住民主体の支えあい
等の仕組みづくり など

• 本庁から遠い北部地域の支援体制強化
• 地域課題把握、潜在ニーズの掘り起こし

• 地域資源等の情報集約、
ネットワーク構築

• 市民・団体・事業者等と
の連携した地域づくり

公

民

館

地
域
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー

(

東

)

地
区
福
祉
窓
口

社協

窓
口
サ
ー
ビ
ス

地
域
の
活
動
団
体

市
(正)

地
域
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー

(

南

)

公

民

館

地
区
福
祉
窓
口

社協

窓
口
サ
ー
ビ
ス

地
域
の
活
動
団
体

地
域
包
括

支
援
セ
ン
タ
ー

連携 連携

行き来
（所属は社協本部）

立ち寄り
（相談・打合せ等）

行き来
（所属は本庁）

市
(正)

第１層対応

• アウトリーチを含めた総合的・包括的支援
• 関係機関等のネットワークによる支援

地
域
の
関
係
機
関

地
域
の
関
係
機
関

地
域
の
関
係
機
関

新設

3



藤沢市
Fujisawa City

ＣＳＷ(ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ)の配置（モデル地区）

4

地域の相談支援体制づくり藤沢型包括ケア 重点テーマ➊

各モデル地区の市⺠センターで、定期的な相談
窓口を開設し、様々な相談を受けるほか、アウト
リーチを中心とした相談⽀援を⾏っています。
また、地域のイベント等へも参加し、地域の人や
団体等との顔の⾒える関係づくりを進めています。

（湘南大庭市民センター）



藤沢市
Fujisawa City

地域の縁側事業 ～基本型・基幹型(地域ささえあいセンター)～

5

地域活動の支援・担い手の育成等

基 本 型 基幹型 （地域ささえあいセンター）

（ヨロシク♪まるだい）

（yell (ｴｰﾙ)）（地域交流サロン「ゆい」）

（ひだまり片瀬）

藤沢型包括ケア 重点テーマ②



藤沢市
Fujisawa City

6

農・福連携事業（食材の提供等）

社会的孤⽴の防⽌藤沢型包括ケア 重点テーマ⑤



地域力強化検討会

豊中のCSWと生活困窮者自立支援事業の現場から

社会福祉法人 豊中市社会福祉協議会 勝部麗子

マスコットキャ
ラクター“びーのん”
よろしくね！！

勝部委員提出資料



はじめに

生活困窮者自立支援法で始まった「断らない福祉」

生活支援コーディネーター、CSW、生活困窮者自立支
援法で求められる地域づくり



1,豊中市社会福祉協議会のCSWの取り組み

①制度の狭間から地域づくりへ

②住民と協働するワーカー

③ライフセーフティネットの仕組み

④プロジェクト会議



①豊中における見守りの方法

本人・家族

近 隣

小学校区

生活圏域

豊中市域

自治会

見守り

あいさつ

小地域福祉
ネットワーク

民生委員
・児童委員

老人会

配食

安否確認

サロン

会食

ＣＳＷ 地域包括
支援センター

行政サービス 介護保険

安心協力員

安心コール

Ｖセンター
話し相手
友愛電話

事業所による
見守り



②校区福祉委員会活動

個別援助活動･･･見守り・声かけ活動・個別支援

グループ援助活動･･･ふれあいサロン

世代間交流・ミニデイサービス

会食会・子育てサロン

その他･･･災害時の安否確認事業

子どもの安心安全見守り活動

福祉なんでも相談窓口



校区福祉委員会活動

福祉なんでも相談窓口（小学校区ごとに設置）
・身近な福祉相談の実施と専門機関への取次ぎ
・地域住民が集う、交流ふれ合いの拠点
・福祉サービスに関する情報、ボランティア
情報、地域福祉活動情報の受発信
・概ね週１回、２時間開設



ローラー作戦



見守りマップ



見守り内容



豊中ライフセーフティネットの仕組み

ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ
（ＣＳＷ）

市 民

福祉なんでも
相談窓口

★地域福祉ネットワーク会議★
CSWが主催する、分野を超えた専門職による連
携。行政の福祉関連部局、地域包括支援センター、
福祉施設、保健師、保育士などが参加。

★ライフセーフティネット総合調整会議★

関係行政機関などが集まり、地域課題やその解決に向けて協議。子ど
も家庭センター、保健所、行政機関の代表などが参加。



コミュニティソーシャルワーカーの
取り組み

公民による支援のコーディネート
行政制度でサポート
ボランティアによる支援
校区活動による支援
困難事例についてはケース検討会

本人・地域住民・民生委員など
関係機関職員

行政担当課、保育所・施設など
福祉なんでも相談窓口

大阪府の定めるＣＳＷ
養成講座を修了しています

●福祉なんでも相談窓口のバックアップ
・社会的援護を要する人々への対応
・複数機関の連携による支援が必要なケース
・公民協働でのサポートが必要なケース
・地域との関係調整が必要なケース

●地域福祉ネットワーク会議の運営
●地域福祉計画の支援
●セーフティネットの体制づくり
●要援護者に対する見守り・相談

コミュニティソーシャルワーカー(CSW)の役割は？



③コミュニティソーシャルワーカーの
取り組み 個別支援から仕組みづくり

協働プロジェクト
・福祉ゴミ処理プロジェクト

大量ごみの処理についてのルール化を図る
・徘徊SOSメールプロジェクト

携帯電話を使ってのまちぐるみのネットワーク
・各種交流会の開催 同じ立場の介護者をつなぐ

・高次脳機能障害者家族交流会＆自主グループ化
・広汎性発達障害者の家族交流会＆自主グループ化
・男性家族介護者交流の集い
・若い家族介護者の交流会

・８カ国語の地域福祉ガイドの作成



空き家を使ったサロン



マージャン



なんでも相談



食事サービス



食事サービス





宅地の無償貸与



20





22

あぐり塾新聞



23

マンションサミット



庄内南みんなの食堂



桜塚さくら食堂

こども食



福祉便利屋事業
住民主体の運営委員会



介護予防事業に向けてのワークショップ



豊中社協の考える地域包括ケア(地域力)



3,多機関協働の事例

生活保護でない場合のケースマネージメント

機関ごとの見立てと支援方法



①支援拒否の母子ケース
DV支援

母のメンタル 保健所

子供の虐待 こども家庭相談室

学校

保育所

子ども家庭センター

+

CSW

困窮者支援

民生委員

ボランティア

主任児童委員

DV支援

母のメンタル 保健所

子供の虐待 こども家庭相談室

学校

保育所

子ども家庭センター

+

CSW

困窮者支援

民生委員

ボランティア

主任児童委員

DV支援

母のメンタル 保健所

子供の虐待 こども家庭相談室

(小学校・中学校)

保育所

子ども家庭センター

CSW

困窮者支援

民生委員

ボランティア

主任児童委員

家族構成



ごみの片付けから生活改善につながったケース
ごみ屋敷状態で住めなくなった家があることを相談

本人宅を訪ねる(なかなか会えない)

子供たちはすべて不登校

母親はネグレクトとして見られていた

地域住民と家を片づける

登校支援

生活改善 こどもは学校に行ける 就労支援



②多問題家族
福祉なんでも相談 保育所

ふれあいサロン 生活福祉

地域包括支援センター 障害福祉課

保健所 グループホーム

病院 地域就労支援センター

社協CSW 社協PS

母 認知症

娘 精神障害

孫娘 シングルマザー

孫息子 知的障害

家族構成



2,多問題家族
福祉なんでも相談に生活苦の相談が入る

娘か働けない、孫娘が戻ってきた、孫息子がグループホームに入って障
害年金がなくなった

母の年金とたくわえですべての生活を支えている

関係者会議と介護保険の申請

娘支援 孫娘支援 孫息子

通院・就労支援 児童扶養手当・世帯分離生活保護 土日分の生活費を入れる



③50代のアルコール依存中途障害者

地域包括支援センター CSW

ケアマネジャー 社協PS

ヘルパー事業所 デイサービス

障害者支援事業所 就労移行B型

司法書士 地域就労支援センター

病院 不動産屋

年金機構 校区福祉委員会

社会保険労務士 民生委員

障害福祉課 (基幹型) ボランティア・近隣

福祉事務所

救急隊

警察

家族構成



50代中途障害者の就労支援
脳卒中で職場を退社

親の介護をしながらリハビリ

両親を失い住宅ローンに悩み酒びたりの日々

近隣から敬遠されるようになる

生活保護と介護保険の申請(サービス拒否)

就労を約束

生活改善 就労準備 ローン設定変更



⑤多機関協働の課題

 フォーマルとインフォーマル

個人情報の壁

世帯全体をみるポジションがない

⇒虐待か就労か

支援のたびにアセスメントしている(無駄が多い)

制度に当てはめる支援の限界

教育委員会と福祉の課題

寄り添えるが局面を変化できない

社会資源開発ができない

↓

総合相談(断らない福祉)が多機関協働を創っていく



寄付文化の醸成

具体的なテーマとミッション

被災地支援

子供の貧困

見える成果

具体的な成果が必要

お金だけではない

食べ物、衣類、引越しごみ(リユース)、土地等など









⺠間の資⾦提供者から調達する資⾦をもとに、NPOやソーシャルビジネスなどのサービス
提供者が効果的なサービスを提供し、サービスの成果に応じて⾏政が資⾦提供者に資⾦を償
還する、成果連動型の官⺠連携による社会的インパクト投資の⼿法の一つ 。
SIBは、2010年に英国において第１号案件が形成されてから、2016年現在60を超える案件

が世界15か国で形成され、投融資された総額は200億円以上。
対象となる分野は、受刑者の再犯防⽌、若年雇⽤、ホームレス⽀援、幼児教育、予防医療

など多岐にわたる。

SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）の活用について

①成果報酬契約

資⾦提供者

⾏政
サービス
提供者

サービス対象者独⽴評価機関

中間支援組織

③選定＆事業管理

④生産性の高いサービスを提供

⑤サービス提供による
成果の評価及び⾏政へ報告

②事業資⾦を提供
⑥事前に取り決めた

目標達成時のみ
成果報酬を支払う
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SIB推進に関する最新状況（2016年7月）

行政 対象分野 2015 2016 2017

児童養護横須賀市

若者就労
支援

尼崎市

福岡市等
7自治体

認知症
予防

実証事業
業務委託＋

モデル事業化検討
？

実証事業 モデル事業化検討 ？

実証事業 実証事業 ？

SIB組成
パイロット事業

厚労省 予算要求予定 モデル事業?
児童養護、
就労支援等

SIB検討会
（16年1-3月）

がん検診
受診率向上

B市

A市
糖尿病

重症化予防

予算要求予定 本格導入?

予算要求予定 本格導入?
経済産業省

健康寿命延伸産業
創出推進事業

がん検診
受診率向上

がん検診
受診率向上

和泉市
（大阪府）

高石市
（大阪府）

東近江市
（滋賀県）

起業支援

実証事業 本格導入?

実証事業 本格導入?

本格導入？
（成果連動型補助金）

日本財団

SIB組成公募事業
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東近江市発の補助⾦改⾰型SIB

• 滋賀県東近江市が2014年度から実施している「コミュニティビジネス」を支援
する制度「コミュニティビジネススタートアップ⽀援事業」を成果報酬型の委
託事業として2016年度から実施。

• 事業資⾦を私募債の発⾏により市⺠からの出資で調達（募集開始わずか２週間
で目標の２００万円（５０万円×４事業）を達成）

• 【対象事業】
①農や食の視点で地域循環型社会をめざすコミュニティビジネスの拠点づく
り
②地域の困りごと、暮らしの困りごとを地域で解決する仕組みづくり
③新しい環境負荷の少ないエコなせっけんブランドの⽴ち上げ
④地元産材を活用した積み木の製造・販売

• 本事業の成果指標等は、学識経験者と市⺠、⾏政が協働で「地⽅だから出来る
SIBの評価指標とは何か」という視点で議論をしながら設定。成果目標を達成し
たかどうかで、東近江市から補助⾦が⽀払われ、出資した市⺠等へ利息をつけ
て償還される予定。

• これまで成果志向ではなかった⾏政の補助⾦を成果連動型に変えた点、そして、
SIBの事業資⾦を地域住⺠等の出資を中⼼に集めた点で、地⽅創⽣版の「補助⾦
改革型SIB」のモデルといえる。 3



東近江版CB×SIBの仕組み
（コミュニティビジネス×ソーシャルインパクトボンド：成果報酬型契約）

事業を応援する市⺠

東近江市
地域課題を解決
するCB事業者

サービス対象者

サービスの提供

中間支援組織（プラスソーシャル投信）

④事業のPR・私募債の
募集・リスクの説明

⑥私募債で集めた
資⾦の提供

⑨事業成功で償還⑤私募債の購入

②提案・申請・相
談

③事業採択・中間
アドバイス等

⑦事業報告

①協定締結⑧事業成功で
交付⾦⽀払い

事業が成功するよ
う側面から応援
（商品に購入・
サービスの利⽤・
助言やアドバイ

ス）

寄付金など
他の財源
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第１回地域力強化検討会 論点に対する意見

特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会

１） 「基本相談」の重要性

これまで日本相談支援専門員協会は、障害者の自立には、公的なサービス（障害者総合

支援法）だけに頼った生活支援では不充分として、常に疑問を投げかけてきました。

なかでも、インフォーマルサービス（地域の社会資源）の重要性と位置付け無しで、フ

ォーマルな公的サービスだけでの支援では、必ず埋めきれない部分や支援の届かない事態

が生じる事を確認しています。

その為、日本相談支援専門員協会では、「基本相談」を相談において一番重要なことと位

置づけて参りました。

フォーマルな公的サービスのみを調整する相談から、インフォーマルサービスを視野に

入れた「基本相談」をより充実することで、地域づくり、地域支え合い、住民参画も含め

た厚みのある支援が可能になると考えます。

これは制度に位置付けられた相談機能を軽視するわけでは無く、制度やサービスに導く

前、又は制度やサービスの対象となりにくい方々に対する幅広い相談の重要なプロセスと

考えます。 ＜ 別 紙 ＞

２） 専門性のある相談支援体制の重要性

人権擁護、専門性確保、守秘義務など、住民だけでは対応できない分野には、公的な予

算に裏打ちされた専門職（例えば、障害福祉においては相談支援専門員、介護福祉におい

ては介護福祉専門員など）の技術や知識が必要不可欠です。

また、発達障害や高次脳機能障害、強度行動障害、医療的ケアの必要な方には、単なる

知識だけで無く、その特性の理解と家族機能、バックアップ機能が重要になります。

それらの専門職種を取りまとめる基幹相談センターと地域自立支援協議会等の協議会機

能が重要なると共に、身近な地域による相談、広域の相談、圏域や県レベルの相談と何層

にも重なり合う支援体制が今後、より強化される必要性が高まってくると思われます。

３） 違う専門性の相談機関が共通の視点を持ったチーム作りが重要

人材づくりについては、ひとりの特別で専門的な力を有するものを養成育成するのでは

なく、一定程度の知識や技術を有した専門職をチームで配置することで、その支援の可能

性を倍加することが重要と考えます。

単なる事業の寄せ集めでは無く、ボーダーレスの体制をイメージできなくてはいけませ

んし、インクルージョンについての共通理解と実効性が重要になります。

その為、一機関（個人）で総て解決するよりも、既存の機関同士の連携ができる人材育

成とシステムづくりが重要になると思われます。



障害のある方の相談支援体制

相談支援 特定相談支援

一般相談支援

計画相談支援 サービス利用支援

継続サービス利用支援

地域相談支援

障害児相談支援 障害児支援利用援助

継続障害児支援利用援助

支給決定前

モニタリング

住居の確保等（同行支援等）

単身等緊急対応等

障害児通所支援

モニタリング

地域移行支援

地域定着支援

※自立支援法のサービスは自立支援法の相談支援

市町村指定

都道府県指定
（政令市、中核市）

市町村指定

サービス等利用計画作成

基本相談支援

基本相談支援

総合支援法

児童福祉法

MYHFE
テキストボックス
菊本委員提出資料



地域力強化検討委員会論点についての意見・・・第１回
（一社）釧路社会的企業創造協議会副代表 櫛部武俊

生活困窮者支援は人と地域を耕す横串、包括的な支援である

櫛部委員提出資料

MYHFE
四角形



北海道釧路市の実践から・・・・

㋑「生活保護一歩手前」と表現された法の成立時やモデル事業中は行政も相談支援
センターも制度理解が稚拙で「生活保護の可否」「生活保護取次店」のような受け止め
も一時あった。

㋺法の施行・認知・周知・連携・アウトリーチ等により困窮者支援が「押し出」され相談
センターに多様な住民ニーズが寄せられるに本法は、当初想定していたような、第一
のセーフティネット（社会保険・労働保険）と第三のセーフティネット（生活保護）に挟ま
れた、いわば「サンドイッチのジャム」のようなセーフティーネットから、第一のセーフ
ティーネットや第三のセーフティーネットに通底する包括的なセーフティーネットへ・・
と変容する必要性・必然性が認識されるようになっているというのが実感である。

㋩釧路市生活相談支援センターの相談者中、生活保護を要する人は実は相談の５％
程度で推移、大半は「困難の折り重なり」のなかで生活費、就労を中心とした複合的な
問題を抱えて日々生きている方々である。経済根面からみても非課税・障害・生保世
帯などをあわせると釧路市民の最低でも3割5万人という数字もある。

㊁ハローワークで紹介状を頂いても面接にもたどり着けない方から、大学を出たがし
ばらく仕事をしたことが無い方などその方の自尊感情の回復を土台とした就労準備活
動など「支援付就労」分野を必要とする方が確実に増えている。



㋭障害手帳に該当しないが直ちに就労できない人が増えている。既存の就
労Ａ、就労Ｂでは受け止められない支援付就労の対象者であり資源を新た
に作らなければならない。高齢者でも「働きたい、デイに行くよりわくわくする」
というニーズもある。高齢者の生きがい対策では集約できない課題もある。

㋬相談で増加しているのが住まいの問題だ。特に高齢者の転居に伴う保証
人がいない相談が増加している。保証人がいない問題は就職にも付きまとっ
ていて解決の仕組みを作り出すのも困窮者支援の課題だ。

㋣生活保護は立てつけが「ミーンズテスト」という仕組みのため生活用品とし
て自家用車を保有したい、出来ないという中で 生活保護を受けないと言う
方も数件ある。その場合でも就労準備支援や「その他の支援」で支援しつづ
ける役割がある。

㋠先の障がい者の事例のように 介護高齢者福祉でもいわゆる『８０・５０』『７
０・４０』問題があり包括などが取り組んでいるが既存のそれらの立てつけが
其々事やサービス型で限界がすでにある。『生活丸ごと束ねるフロントであり
かつバックヤード』型の包括的支援体制づくりは必須。人に寄り添う困窮者
支援の立ち位置にこそそうした役割が固有にあると考える。



各論①

（１） 住民主体による地域課題の解決力強化・体制づくりの在り方

（２） 市町村による包括的な相談支援体制の整備の在り方

（１）（２）の現状認識、問題意識に大きな異論はありません。

㋑「目指すべき地域」を漠然と議論しないために、いわゆるこの間の大震災、非常時にあらわになっ
た課題を震災問題にとどめず地域の在り方問題として学び・共有する前提が必要ではないか

㋺たとえば障害手帳交付者と実際のサービス利用との間にズレがあり実態把握できなかったとか災
害対策基本法で決められた要援護者の名簿も、実際には、安否確認が１回行われただけで、あとは
使われていなかったとか。名簿を作れと言われて作るが属性を考慮しない机上の名簿であったりとい
う話はどこでも起きていることではないだろうか。

㋩ 震災にあった知的障害の子の親に聞き取りをした話を伝え聞いた・・「避難所や物資や水の配給
の際も住民に理解がなかったり、その子の存在が知られていなかったりということで、かなり苦労した」
とのこと。住民とはいったい誰のことなのか・・・。

㊁公的部門のマネジメント力の問題と住民の主体形成を置き去りにして「地域」を考えることはできな
いと考える。

介護の包括・障害の基幹・困窮の相談など地域に「敷居の低い相談する・繋がる場」が出来たことは
評価する一方、福祉事務所の特質の一つとされた「直接性」はこの30年少なくなり、残っているのは
生活保護だけ・・この現状で政策はどう立案されているのか。福祉部門が分野専門型になり サービ
ス供給は出来たかもしれないが排除やスティグマに対する脆弱性は増しているのではないか。貧困
や困窮に抗して生きていくにはみんな仲良くもさることながら公助・共助・自助の関係や固有の役割
について整理される必要がある。



㋭厚生省は昭和４８年から２年間、モデル福祉事務所実験を行った。エキスは六法体制の構築、
ＣＷのゼネラル化であったと考える。「・・モデル事務所では総合担当制によるケース処遇等を経
験し・・集団活動育成援助（地域福祉活動）の重要性を認識し・・地域における住民の福祉ニー
ズに応える組織的活動（計画）の必要性を感じるようになった」（新福祉事務所構想の軌跡より）
ことを今日に引き付けると地方分権下、福祉事務所を新生する課題が見えてくる。専門性・その
育成・資格の双方向性問題等もそうしたゼネリックの仕組みの中で議論されるべきと考える。

㋬障害者、困窮者など最も困難を抱えている当事者が住民の一人として同等に意思決定過程
に参加できる方策を当事者研究なども反映させながら検討することが必要である。そこが抜けた
まま「住民」「まるごと」を謳っても支援する側の上ずった政策になるのではないか。

（３） 寄附文化の醸成に向けた取組

釧路の自立支援の取り組みを見た企業体から「支援したい」と高額で継続的な資金提供の話が
コンサルを通じてあったもののリーマンショックで飛んでしまった経験がある。体験的には慎重。
一方共同募金は伝統的だが立てつけが課題。何年も前から議論になっているのは「配分の透
明化、今日化」である。いまだに有力福祉施設に傾斜しているとか不要なのだが配分されるので
仕方なく幟旗を購入しているというような話を聞く。 困窮者支援で困っているたとえば住宅の保
証に資するような仕組みを下支えできるように衣替えすることも方策として必要だ。



各論②

①山形県社会福祉協議会の先達 92歳の渡部剛士は戦後 あまりに疲弊した故郷の集落を目の当
たりにして一軒の家だけを何とかしてもダメだ 「貧困克服は集落全体の共同だ」・・それが社協の原
点と語っている。

②1981年1月 和歌山県御坊市で生活保護集団不正受給事件が起きた。それを契機として生活保護
ではいわゆる123号通知が同年の11月発出され、それに対する権利団体の批判も起きた。行政も権
利団体も関心が強かったのは濫給・漏給問題であった。しかし問題の核心は「被保護世帯子ども達
が、大量に中卒後，学力不足等から高校に進学できず，就職もできず，ブラブラした状態をつづけて
いて，2・3年たつと暴力団に加入し、保謹を受給していたこと」にあったのである。

③こうしたことを契機にたとえ貧困・困窮にあってもそれに抗して生きるために1980年代生活保護・障
害・看護等で「生活意欲」「生活知識」「生活技術」を生かした自己努力を問う「生活力形成」の議論
や実践が起こった。

④「生活力形成論」は自己教育力（主体的生活力）、自己努力可能領域があって生活リズム・食育・
社会関係資本（付き合い）・養育態度・地域団体（町内会、NPO等）参加などを通じて『社会意識』の
変容はあり得ること。その結果不可能にみえる社会の制度、政策の変容という住民の主体形成にも資
すると考えていた。『生活力形成の自己努力を自己責任論に陥らせず（この約20数年間はそうなって
いた）先の渡部氏のような共同的生活関係として行われるなら「共生社会」づくりへの「社会意識形
成」』につながる・・のではないか。「子供の泣き声がうるさい」「保育園の子どもの声が・・」「精神障害
者が怖い」等々残念ながらそうした社会意識のまま仕組みなどを作って専門家や地域の有力な諸団
体が連携したとしても共生社会は展望できるだろうか。

⑤徘徊老人SOSネットワーク生みの親、釧路市の岩渕雅子は「かつては制度も何もなく自分たちで託
老をしていた・・大変だったけれど理解が広がったり行政が学びに来たりその先に充実されていくだろ
うという希望があった」。今は「専門家が沢山生まれ、施設だって隔世の感がある・・そのような状況の
中、改めて住民の・・と言われても希望を感じない」・・と言う言葉は重い。



⑥まず「仕組みや体制・専門家の目線」ではなく住民自身の活動の発見から始まるべきだ。ＣＬＣコ
ミュニティーライフサポートセンターの池田昌弘は、そのナチュラルな資源発見の重要性を会津の経
験をもとに述べている。会津のある集落では、10数人の高齢者が毎朝健康のためと称して散歩をし
ている。ただの散歩と思いきやよくよく見てみると『見守り』をしていたそうだ。ご本人たちにその自覚
は全くなくただの散歩の中で〇〇さん元気かなと・・声を掛けたり家をのぞいていたりしていた・・のだ
そうだ。そこに意味づけすることから・・が大事ではないか・・資源は開発より発見と池田は言う・・。役
場や専門職・関係機関が良かれと思って仕組みを作ってもなかなかうまくいかないのは資源は開発
と言う政策目線が先にあるからではないか・・池田の言葉を借りると『発見』である。
釧路では「みはらかがやき食堂」という地域食堂が始まった。これも地域のおばちゃんが「子どもの食
堂やりたい！」「会館を貸して！」と叫んでいる・・ということが相談センターに寄せられたからだ。それ
を聞きつけコミュニティーセンターの指定管理になった企業と社協・困窮者相談センター・おばちゃ
んたちとで実行委員会を立ち上げた。議論で揉んだのは子どもの気持であった。困窮な子供に・・と
いうおばちゃんの気持ちは尊い。しかしいろいろ探ると『ご飯も食べられないのか・・と思われるのが
一番嫌』という気持ちがわかりシングルイシューとせず「誰でも」というコンセプトにした。困窮な子供た
ちもまぎれて包摂的に参加できる運営を心がけている。地域をつなぐプロを発見したからこそ持続可
能性が生まれている。専門家や既存機関が前面にでると地域ではなく其々の生業で議論してしまう。
あくまで下支えという役回りが大事かと思う
⑦たとえば多機関の協働による包括的支援体制のポンチ絵に資源づくりとして建物イメージも載って
いる。おそらく課題別（介護包括・障害基幹相談・困窮相談支援）建物、小規模多機能型には当事
者が繋がるのは限界がある。公民館であったり今日のコミュニティーセンターなどが小学校区にあっ
てそこの多機能具合が一つ、そとからのアウトリーチが一つ そしてこれが重要だが運営主体である。
住民の運営により近い方法が望まれる。 たとえば釧路には釧路市こども遊学館（旧科学館）がある
これは珍しく市民主体で(寄付も)設立された経緯があり指定管理もＮＰＯ法人こども遊学館市民ス
テージコンソーシアムという形態をとっており市民ニーズに合った展示や企画がある。
⑧最後に支援された人が支援に回るという観点から、相談センターや就労準備などにそうした経緯
を持つ方々がそこにいる（雇用・ボランタリー・中間就労など）ことが循環ではないか・・。
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資料生活困窮者自立支援制度の意義



資料 2017年度釧路市生活相談支援センター実績抜粋
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資料・・地域検討会風景・・相手を責めない・皆がいて地域が判る
チーム支援しよう



資料 沿革
年度 内容

平成１６
年

釧路市生活福祉事務所が、母子世帯の母親を対象にした自立支援に取り
組み、「自立支援プログラム釧路モデル」がスタート。

平成２４
年

一般社団法人釧路社会的企業創造協議会を設立し、釧路市より緊急雇用
創出推進事業を受託。「社会的居場所づくりと連動した雇用の創出研究事
業」を実施する。

平成２５
年

緊急雇用推進事業で創出された事業を実施するため、釧路市より「就労移
行型インターンシップ事業（整網作業）」を受託。合わせて、釧路市と北海道
より「自立相談支援事業」のモデル事業も受託した。また、厚生労働省・社
会福祉推進事業「生活困窮者等への中間的就労（非雇用型）の場のモデル
創出事業」も実施。

平成２６
年

引き続き、釧路市より「就労移行型インターンシップ事業」、釧路市・北海道
より「自立相談支援事業（モデル事業）」を受託。さらに「就労準備支援事業
（モデル事業）」も受託した。

平成２７
年

生活困窮者自立支援制度として、釧路市より「就労移行型インターンシップ
事業（被受給者就労準備支援事業）」・「就労準備支援事業」、釧路市・北海
道より「自立相談支援事業」を受託。



第１回地域力強化検討会提出資料（平成２８年１０月４日） 

金沢市地域包括支援センターとびうめ  中 恵美（なかえみ） 

◯自己紹介 

本人の生活の場（地域）の側で、「総合相談」をおこなっているソーシャルワーカー（社

会福祉士・精神保健福祉士・主任介護支援専門員）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校区２つ

分の担当エリ

アは、それぞ

れの地域特性

をもちあわせ

ており、私た

ちもそこに混

ぜていただく

かたちで、個

別支援と地域

づくりを一体

的に推進して

います。 

高齢者の相談

窓口というイ

メージでしょ

うが、地域の

側で総合相談

を す る 限 り

は、世帯まる

ごとの相談も

多いです。事

例の厳しい状

況を目の当た

りにしては断

れないですよ

ね。 

中委員提出資料
  
 中委員提出資料



 

◯検討会にあたって、お伝えしたいこと（現場の実感から） 

【丸ごと】いったいなにを丸ごとなのか？ 

・対象の丸ごとであるならば、少なくとも、「世帯」丸ごとである必要がある 

（当センターの地域ケア会議では、一事例あたりの対象者は平均 2.1 人。内 65 歳未満は 42％） 

・支援体制も仕組みもまた丸ごとである必要がある 

（制度のスキマやハザマをつくったのはだれか・なぜか） 

・そこには、もちろん、本人がいなければならない 

【我が事】だれからみた我が事なのか？ 

・「我が事」と実感を伴う「地域」とは最大でも小学校区だと考える 

・「我が事」は一人称の受援力を育むことも含む 

（自ら相談できない・気づかない・拒む・理解が難しいなどの理由で支援につながらない人） 

 

最後にお願い・・・ 

今、バラバラに降りてくる「◯◯相談」や「◯◯支援員」や「◯◯コーディネーター」や「◯◯

会議」や「◯◯協議体」。我々がそれらを受け止める地域という器は一つです。それぞれを

事業として捉えるか、機能やあるいは要素として捉えるか、そこに分かれ道があるように感

じています。そして、後者であるならば、一緒にできることがたくさんあるのではないかと

考えます。新しいものをつくる前に、まずは既存の人やモノや仕組みの合体や活用をまずは

検討していきたいものです。 



委員会コメント                                 永田委員提出資料 

同志社大学 永田祐  
 

趣旨 
 社会福祉法で地域福祉が位置付けられ、多様な主体がそれを推進することが示されてから 16 年たったが、各

分野における地域福祉の推進は進んだかもしれないが、「分野を横断した」地域福祉の推進は進展しなかった。「提

供ビジョン」に示された内容は、まったく新しい内容というわけではなく、社会福祉法で位置づけられた地域福

祉を改めて明確に位置づけることであると理解し、分野を横断した地域福祉の推進に必要だと考えられる点につ

いて簡単に考えを述べる。 
1 地域福祉計画の位置づけの明確化 
 地域福祉計画は、本来、地域福祉の推進主体（社

会福祉法第 4 条）が参加して、「分野を横断した

地域福祉の体制」を各自治体でどうつくるかとい

う点が重要であったと思われるが、住民参加にの

みフォーカスした自治体が多かった。結果として、

地域福祉「活動」計画とほとんど変わらない計画

になった自治体が多かった。 
 広範な住民参加の取り組みや行政と社協の共同

事務局体制による連携など、一定の成果があった

ことは事実だが、改めて、住民主体の解決（住民

等の「活動」計画の部分）と包括的な相談支援体

制を内容とした地域福祉計画を策定する必要が

ある。 
 分野を横断した地域福祉の計画的な推進を策定

できるのは、地域福祉計画のみであり、改めて地

域福祉計画の位置づけやその意義を明確化する

必要があるのではないか。 
2 専門職と住民との協働 
 専門職同士の連携だけでなく、住民と専門職がど

う連携していくかという点（＝住民主体の課題解

決機能と包括的な支援体制の「重なり」）をどう

作っていくかが重要になると思われる。 
 例えば総合事業で、地域活動が活性化しても連携

する専門職の態度（「住民活動を活用
、、

する」）が変

化しないと、総合的な支援ができない（専門職が

住民を活用する⇒住民が専門職を活用する）。 
 住民の主体的な課題解決の力を高めると同時に、

専門職の住民と協働する能力を高めることも必

要であり、そのことが住民の主体的な課題解決力

をより高めるという視点が重要だと思われる。 
3 協議の場は必要だが、その整理をする必要がある 
 分野を横断した連携には「場」（テーブル）が必

要で、分野ごとの協議の場が設定されていること

は重要であるが、それぞれの関係があまりに整理

されていない。 
 それぞれの協議の場で共有されていることは、分

野を越えて共有されていないため、同じ専門職同

士でも困りごとを共有できていない（狭い範囲だ

けで悩んでいる）。 
 その点から、分野を横断した協議の場を設定する

という提案（地域会議）は、非常に評価できるが、

現場では「協議疲れ」といった現象もみられるこ

とから、現在の協議の場を重層的に整理すること

が喫緊の課題ではないか（⇒地域福祉計画）。 
4 包括的な相談支援体制は、ワンストップ型と連携

強化型の二者択一ではなく、初期総合相談と専門相談

に分けて考えたほうが良いのではないか。 
 完全なワンストップ型というのは想定しづらい

だけでなく、窓口を一本にしたからといって総合

的な支援につながるとは限らない（担当同士で押

し付けあうかもしれない）。 
 相談支援体制は、一定の段階（初期⇒専門）を想

定し、初期総合相談はできるだけ身近な地域で受

け止める体制をつくり、解決できるものは地域で

解決し、必要な場合は適切な専門相談につなぐと

いうデザインが必要ではないか。 
 その場合、①初期⇒専門相談へのつなぎだけでな

く（「提供ビジョン」でいうコーディネーターの

役割？）、②初期総合相談と地域のネットワーク

との連携（「提供ビジョン」でいうアウトリーチ）、

③初期総合相談窓口のあり方（拠点・人材）を考

える必要がある。③の人材についていえば、専門

職を配置する方法（例えば、三重県名張市）や住

民が相談窓口を開設し、専門職がそこに出向くと

いう方法があると思われる。 
5 制度化することによる住民活動の「公平性」？ 
 総合事業でもみられることだが、住民活動を制度

化しようとすると、行政や専門職から「公平性」

や「標準化」が求められるようになる傾向がある。

これは、住民の「主体的な」解決と矛盾しており、

住民主体の課題解決を論じる場合に常に意識し

ておかなければならない点であると思われる。 

 
図 1 地域福祉の位置づけのイメージ

 



地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援
体制の在り方に関する検討会
関連研究報告資料

島根県中山間地域研究センター 研究統括監
島根県立大学連携大学院 教授

藤山 浩（研究代表）

平成28年10月４日

１．市町村の人口予測事例
２．地区別人口シナリオ作成例
３．田舎の田舎に次世代定住
４．新たな地域運営組織形成エリア～「小さな拠点」
５．地域ぐるみで介護費用節減へ

 藤山委員提出資料



①30歳代前半夫婦が4歳以下の子供1人を連れてU・Iターン

②20代前半夫婦がU・Iターン

V2.2.0 島根県中山間地域研究センター ③60代前半夫婦（定年退職者）がU・Iターン

④○○代○性が卒業後Uターン

県名： ・基本世帯 下記世帯が毎年

市町村名：  世帯移住

 世帯移住

 世帯移住

・詳細設定世帯　下記世帯が毎年

①-2 1人  世帯移住

②-2  世帯移住

③-2  世帯移住

④-2  単身 女  世帯移住

現在の値は

 とする。

 とする。

 とする。

年齢層 〜4 〜9 〜14 〜19 〜24 〜29 〜34 〜39 〜44 〜49 〜54 〜59 〜64 〜69 〜74 〜79 〜84 〜89 90〜 合計 子ども計 高齢者計 人口（人）

男 1,151 1,248 1,290 1,370 1,191 1,305 1,613 1,772 1,603 1,640 2,048 2,260 2,513 1,886 1,637 1,662 1,195 580 263 28,227 3,689 7,223 65以上75以上 男女別 計 男女別 計

女 1,125 1,193 1,191 1,336 1,090 1,301 1,434 1,696 1,463 1,670 1,723 2,260 2,492 2,124 2,241 2,382 2,163 1,467 899 31,250 3,509 11,276 1,523 790

男女計 2,276 2,441 2,481 2,706 2,281 2,606 3,047 3,468 3,066 3,310 3,771 4,520 5,005 4,010 3,878 4,044 3,358 2,047 1,162 59,477 7,198 18,499 1,430 744

男 1,085 1,120 1,213 1,226 1,172 1,127 1,344 1,615 1,732 1,584 1,607 1,986 2,201 2,393 1,718 1,428 1,267 720 314 26,852 3,418 7,840 全体 -5.1 65以上75以上 男女別 計 男女別 計

女 1,082 1,086 1,130 1,186 1,094 1,015 1,348 1,450 1,636 1,420 1,645 1,709 2,230 2,447 2,064 2,094 2,094 1,678 1,179 29,587 3,298 11,556 男 -4.9 1,400 730

男女計 2,167 2,206 2,343 2,412 2,266 2,142 2,692 3,065 3,368 3,004 3,252 3,695 4,431 4,840 3,782 3,522 3,361 2,398 1,493 56,439 6,716 19,396 女 -5.3 1,330 689

年齢層 〜4 〜9 〜14 〜19 〜24 〜29 〜34 〜39 〜44 〜49 〜54 〜59 〜64 〜69 〜74 〜79 〜84 〜89 90〜 合計 子ども計 高齢者計

男 0.23 0.97 0.97 0.95 0.86 0.95 1.03 1.00 0.98 0.99 0.98 0.97 0.97 0.95 0.91 0.87 0.79 0.68 0.43

女 0.22 0.97 0.95 1.00 0.82 0.93 1.04 1.01 0.96 0.97 0.99 0.99 0.99 0.98 0.97 0.93 0.92 0.83 0.52 5年間 対0比 65以上75以上 男女別 計 男女別 計

男 1,272 1,056 1,089 1,153 1,339 1,109 1,451 1,346 1,579 1,711 1,552 1,558 2,224 2,096 2,180 1,499 1,124 855 443 26,635 3,417 8,197 1,287 666

女 1,219 1,044 1,029 1,125 1,261 1,019 1,342 1,363 1,399 1,588 1,399 1,632 1,976 2,190 2,378 1,929 1,918 1,729 1,490 29,029 3,292 11,634 1,244 637

男 1,296 1,238 1,026 1,035 1,276 1,267 1,432 1,452 1,315 1,560 1,677 1,505 1,808 2,118 1,909 1,902 1,179 759 556 26,311 3,560 8,423 1,359 617

女 1,241 1,177 989 1,024 1,211 1,174 1,346 1,357 1,315 1,358 1,564 1,387 1,900 1,941 2,128 2,222 1,767 1,584 1,679 28,364 3,407 11,321 1,300 601

男 1,304 1,261 1,203 975 1,175 1,208 1,595 1,434 1,420 1,300 1,528 1,626 1,756 1,721 1,929 1,665 1,497 796 564 25,958 3,769 8,173 1,479 676

女 1,249 1,198 1,114 985 1,129 1,128 1,507 1,361 1,309 1,276 1,337 1,551 1,659 1,866 1,886 1,988 2,036 1,459 1,702 27,740 3,561 10,937 1,387 643

男 1,305 1,269 1,226 1,144 1,124 1,112 1,534 1,597 1,402 1,403 1,274 1,482 1,874 1,672 1,568 1,683 1,311 1,010 583 25,571 3,800 7,827 1,497 719

女 1,250 1,206 1,135 1,110 1,097 1,051 1,459 1,524 1,312 1,270 1,257 1,326 1,821 1,629 1,813 1,762 1,822 1,681 1,649 27,173 3,591 10,356 1,404 676

男 1,293 1,270 1,233 1,165 1,268 1,064 1,435 1,536 1,561 1,385 1,375 1,235 1,733 1,784 1,523 1,368 1,325 885 683 25,120 3,796 7,567 1,502 726

女 1,238 1,207 1,142 1,130 1,199 1,021 1,379 1,475 1,470 1,274 1,251 1,247 1,599 1,788 1,583 1,694 1,614 1,504 1,737 26,552 3,587 9,921 1,409 683

男 1,293 1,258 1,235 1,172 1,286 1,200 1,386 1,437 1,501 1,542 1,357 1,333 1,493 1,651 1,625 1,329 1,077 894 672 24,740 3,785 7,247 1,496 728

女 1,238 1,195 1,143 1,137 1,215 1,116 1,348 1,394 1,423 1,427 1,255 1,241 1,520 1,570 1,737 1,479 1,552 1,333 1,691 26,016 3,576 9,362 1,403 685

男 1,313 1,258 1,223 1,173 1,293 1,217 1,526 1,387 1,404 1,483 1,511 1,316 1,588 1,421 1,504 1,418 1,046 727 671 24,480 3,793 6,786 1,488 724

女 1,257 1,195 1,132 1,138 1,221 1,132 1,447 1,363 1,345 1,381 1,405 1,245 1,515 1,493 1,526 1,623 1,355 1,282 1,577 25,632 3,584 8,856 1,396 680

男 1,340 1,277 1,223 1,162 1,294 1,223 1,544 1,528 1,356 1,388 1,453 1,465 1,572 1,512 1,295 1,312 1,116 706 599 24,365 3,840 6,540 1,500 721

女 1,283 1,214 1,132 1,127 1,222 1,137 1,463 1,463 1,315 1,306 1,360 1,394 1,518 1,487 1,451 1,426 1,487 1,119 1,491 25,395 3,629 8,461 1,407 678

→ 図⑥（子ども人口） → 図② ←

年齢層 〜4 〜9 〜14 〜19 〜24 〜29 〜34 〜39 〜44 〜49 〜54 〜59 〜64 〜69 〜74 〜79 〜84 〜89 90〜

男 1,085 1,120 1,213 1,226 1,172 1,127 1,344 1,615 1,732 1,584 1,607 1,986 2,201 2,393 1,718 1,428 1,267 720 314

女 1,082 1,086 1,130 1,186 1,094 1,015 1,348 1,450 1,636 1,420 1,645 1,709 2,230 2,447 2,064 2,094 2,094 1,678 1,179

89.93 % ※90%以上が望ましい

年齢層 〜4 〜9 〜14 〜19 〜24 〜29 〜34 〜39 〜44 〜49 〜54 〜59 〜64 〜69 〜74 〜79 〜84 〜89 90〜 1.60 % ※ 0%以上が望ましい（2015年の高齢化率が40%を超える場合のみ）

男 1,304 1,261 1,203 975 1,175 1,208 1,595 1,434 1,420 1,300 1,528 1,626 1,756 1,721 1,929 1,665 1,497 796 564 109.61 % ※90%以上が望ましい

女 1,249 1,198 1,114 985 1,129 1,128 1,507 1,361 1,309 1,276 1,337 1,551 1,659 1,866 1,886 1,988 2,036 1,459 1,702

年齢層 〜4 〜9 〜14 〜19 〜24 〜29 〜34 〜39 〜44 〜49 〜54 〜59 〜64 〜69 〜74 〜79 〜84 〜89 90〜

男 0.94 0.97 0.97 0.95 0.86 0.95 1.03 1.00 0.98 0.99 0.98 0.97 0.97 0.95 0.91 0.87 0.79 0.68 0.43

女 0.96 0.97 0.95 1.00 0.82 0.93 1.04 1.01 0.96 0.97 0.99 0.99 0.99 0.98 0.97 0.93 0.92 0.83 0.52

男 -5.7 -2.7 -2.8 -5.0 -14.5 -5.4 3.0 0.1 -2.3 -1.2 -2.0 -3.0 -2.6 -4.8 -8.9 -12.8 -21.3 -32.5 -57.2

女 -3.8 -3.5 -5.3 -0.4 -18.1 -6.9 3.6 1.1 -3.5 -2.9 -1.5 -0.8 -1.3 -1.8 -2.8 -6.6 -8.4 -17.4 -47.8

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 図①　コーホート変化率　　 　　                  （各年齢層別５年間変化率、2010〜2015年）①夫婦 ①子ども ②夫婦 ③夫婦 ④性別 ④年代

※1 合計特殊出生率を 1.77

男性　10代後半から20代前半の流出率を 14%

女性　10代後半から20代前半の流出率を 18%

60代後半  夫婦（定年退職者）がU・Iターン 0.0

20代前半 がUターン 0.0

30代後半  夫婦が子どもを 連れてU・Iターン 0.0

20代前半  夫婦がU・Iターン 0.0

【世帯類型別】　移住モデル

①30歳代前半夫婦が4歳以下の子ども1人を連れてU・Iターン 58.0

②20代前半夫婦がU・Iターン 58.0

③60代前半夫婦（定年退職者）がU・Iターン 58.0

人口総数：

2035年

高齢化率：

→ 図④

子ども人口：

コーホート変化率

コーホート変化率の

増減割合（０＝±０）
→ 図①

2,907 1,400

→ 図②   →   図⑤

2015年
コメント

→ 図③ ・30年後の対2015年比は

〃     　2055年 49,760 -11.8 -11.8 30.1 ###

2,899 1,413

〃     　2050年 50,112 -11.2 -11.2 31.2 ### 2,885 1,404

〃     　2045年 50,756 -10.1 -10.1 32.7 ###

2,901 1,395

〃     　2040年 51,672 -8.4 -8.4 33.8 ### 2,911 1,409

〃     　2035年 52,744 -6.5 -6.5 34.5 ###

2,658 1,218

〃     　2030年 53,698 -4.9 -4.9 35.6 ### 2,866 1,319

〃     　2025年 54,675 -3.1 -3.1 36.1 ###

中学生人口(人)

予測人口　2020年 55,665 -1.4 - 35.6 ### 2,531 1,303

コーホート変化率 人口（人）
人口増減率(％) 高齢化率(％) 小学生人口(人)

1,534

2015年 56,439
34.4 19.1 2,729 1,420

人口増減率(％) 高齢化率(％) 小学生人口(人)中学生人口(人)

2010年 59,477 -
31.1 17.8 2,953

※1合計特殊出生率について

ここでの【合計特殊出生率】は、現状の社会移動を含む

女性子ども比を変換したものであり、一般的な【合計特殊出生

率】

0

浜田市 算出基準年度： 2015 2015年世帯数： 0

人口予測シュミレーション　

島根県 地区名： 浜田市 2010年世帯数：

男性10代後半流出率 14%

女性10代後半流出率 18%

※1 合計特殊出生率 1.77

地区ID： 32202 人口予測FLG： 0 0人階級はプラス： 0.5
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図⑥ 子ども（１５歳未満）人口の将来予測

進化版・地域人口ビジョン
シミュレーションシステム

開発者＝藤山・統括監
＆森山・客員研究員＜特長＞

①３世代の定住増に加えて、
出生率向上、若年層流出防止
の政策効果も組み合わせて
総合的な人口ビジョンをサポート
②定住増加の年代も自由に設定
③年代人口０等の特異値対応可
現在、希望市町村と共同研究契約により
地域人口ビジョン等に活用中

独自開発の
人口予測プログラム
５年前と現在の男女５歳刻み人口データでOK
（住民基本台帳から毎年でも作成可能）



①現在の年齢構成

人口11,205人、高齢化率42.9％（75歳以上26.2％）

１．市町村の人口予測事例（島根県邑南町）
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図③ 2016年人口ピラミッド 女 男



②年齢階層別の人口増減（流出入）率
＊５年前の５歳若い集団との比較

「子育て村日本一」政策で子連れターンに成果
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図① コーホート変化率

（各年齢層別５年間変化率、2011〜2016年）



③現状推移シナリオ（2011～2016年動態が継続）

人口減少は進行、高齢化のペースは緩やか
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図② 今後の人口予測（現行推移モデル） 人口 高齢化率



④小・中学生の人口予測（現状推移シナリオ）

緩やかながら、小中学生の減少が続く
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図⑤ 小・中学生人口の将来予測（現行推移モデル）
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⑤U&Iターン増加シナリオ＝毎年各10組増加
●想定条件＝30代前半夫婦（４歳以下の子供）と20代前半男
女そして60代前半男女が毎年、各10組、現行よりも定住増加

＋10代後半の流出２割に、出生率向上（1.90→2.07）
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図②-3 今後の人口予測 人口 高齢化率



⑥小・中学生の人口予測＝毎年各１０組増加

子供数は、長期的には、1.5倍に！
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邑南町 １２公民館区の人口の現状一覧

目立つ３０代の流入
高校卒業後の流出率、出生率（流出入調整後）に地域差

２．地域別人口シナリオ作成例

人口総数
人口

増減率
高齢化率

小学生

人口

小学生

増減数

4歳以下

男女増減

数

25_29歳

〜30_34

歳コー

ホート男

性増減数

25_29歳

〜30_34

歳コー

ホート女

性増減数

25_34歳

〜30_39

歳コー

ホート男

性増減数

25_34歳

〜30_39

歳コー

ホート女

性増減数

30_39歳

〜35_44

歳コー

ホート男

性増減数

30_39歳

〜35_44

歳コー

ホート女

性増減数

10代後

半男性流

出率

10代後

半女性流

出率

女性子ど

も比変換

合計特殊

出生率

1阿須那 772 -12.5% 54.9% 28 0 0 -5 -3 -4 -2 0 -1 60% 50% 2.0

2口羽 766 -10.6% 56.9% 25 3 -7 2 -1 2 2 1 3 18% 38% 2.4

3市木 454 -6.4% 45.2% 19 0 -1 0 4 3 6 1 2 22% 18% 1.6

4田所 1,813 -5.4% 43.2% 86 1 -5 9 11 3 7 -4 -4 29% 37% 1.9

5出羽 893 -4.3% 38.6% 40 3 -5 -6 -1 -4 3 4 4 47% 13% 1.9

6高原 899 -6.9% 45.1% 40 -7 0 3 9 3 10 4 4 32% 62% 1.9

7布施 189 -15.2% 51.3% 4 -4 3 0 -1 0 -2 0 -1 20% 17% 2.2

8矢上 2,246 -5.4% 34.7% 134 -7 9 5 8 18 12 9 9 34% 36% 2.3

9中野 1,560 -2.5% 38.8% 63 -2 6 -1 0 4 0 -4 -4 11% 18% 1.9

10井原 685 -9.2% 42.6% 25 -3 -3 -3 -4 -1 -2 2 5 33% 19% 1.1

11日貫 492 -14.1% 48.4% 16 -9 -6 -3 1 -2 2 2 2 29% 67% 0.6

12日和 436 -3.1% 45.2% 9 -4 3 3 0 5 2 4 3 0% 0% 1.4

合計 11,205 93.3% 42.9% 488 -29 -6 4 23 27 38 19 22

このまま現状で推移すれば・・・
2015年

地域名

シナリオ１：

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
G
H
I
J
K
L



１２の公民館区の人口予測（現状推移、一部補正あり）

＊補正あり

人口総数

対2015

年

人口

増減率

高齢化率
小学生

人口
人口総数

対2015

年

人口

増減率

高齢化率
小学生

人口

1阿須那 578 -25.2% 61.6% 25 267 -65.4% 63.9% 9

2口羽 582 -24.0% 55.0% 23 341 -55.5% 42.9% 18

3市木 396 -12.8% 47.8% 14 304 -33.1% 55.0% 8

4田所 1,564 -13.7% 44.3% 75 1,129 -37.7% 40.8% 52

5出羽 811 -9.2% 40.5% 41 637 -28.7% 43.0% 26

6高原 774 -13.9% 44.8% 39 543 -39.6% 42.0% 18

7布施 140 -26.0% 52.7% 6 70 -63.2% 63.7% 3

8矢上 2,053 -8.6% 38.0% 129 1,593 -29.1% 39.1% 90

9中野 1,353 -13.3% 42.0% 65 937 -39.9% 44.6% 40

10井原 634 -7.5% 48.4% 17 517 -24.5% 44.2% 18

11日貫 380 -22.7% 58.0% 5 192 -61.0% 67.2% 1

12日和 402 -7.8% 45.4% 13 344 -21.1% 41.7% 11

合計 9,667 -13.7% 45.1% 452 6,874 -38.7% 44.1% 295

2025年 2045年

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
G
H
I
J
K
L



１２の公民館区の人口安定化シナリオ（処方箋）

各地区ごとの定住増加目標が見えてくる
→具体的なアクションプラン作成へ

人口総数

減少率1

割

未満

達成必要

組数

高齢化率

改善以上

達成必要

組数

子ども

減少率1

割

未満

達成必要

組数

30年後

維持最

終必要

組数

1000人

当たり必

要組数

1000人

当たり必

要人数

人口総数

対2015

年

人口

増減率

高齢化率
小学生

人口
人口総数

対2015

年

人口

増減率

高齢化率
小学生

人口

1阿須那 1.9 0.3 0.7 1.9 2.5 17.2 736 -4.6% 51.0% 38 714 -7.5% 35.8% 58

2口羽 1.2 0.0 0.1 1.2 1.6 11.0 691 -9.8% 48.1% 31 706 -7.8% 27.7% 57

3市木 0.4 0.4 0.4 0.4 0.9 6.2 427 -5.8% 45.2% 16 412 -9.2% 44.9% 17

4田所 1.9 0.0 1.0 1.9 1.0 7.3 1,721 -5.1% 41.4% 85 1,640 -9.5% 33.0% 98

5出羽 0.6 0.3 0.4 0.6 0.7 4.7 865 -3.1% 38.6% 45 815 -8.8% 36.2% 43

6高原 0.9 0.0 0.5 0.9 1.0 7.0 850 -5.4% 41.8% 45 828 -7.9% 31.9% 49

7布施 0.5 0.2 0.2 0.5 2.6 18.5 179 -5.5% 43.9% 9 177 -6.4% 34.6% 12

8矢上 1.5 0.0 1.0 1.5 0.7 4.7 2,188 -2.6% 36.3% 140 2,048 -8.8% 33.5% 139

9中野 1.8 0.7 0.9 1.8 1.2 8.1 1,507 -3.4% 38.8% 77 1,412 -9.5% 34.5% 84

10井原 0.4 0.2 0.2 0.4 0.6 4.1 667 -2.7% 46.6% 19 634 -7.5% 39.0% 25

11日貫 1.4 0.8 0.9 1.4 2.8 19.9 467 -5.1% 49.7% 10 446 -9.3% 39.4% 15

12日和 0.2 0.0 0.0 0.2 0.5 3.2 418 -4.0% 44.1% 14 407 -6.8% 37.3% 15

合計 12.7 2.9 6.3 12.7 1.1 7.9 10,717 -4.4% 41.9% 530 10,239 -8.6% 34.6% 612

2025年（改善） 2045年（改善）

シナリオ２： 毎年　12.7　組　38.1 世帯（約89人）の定住を実現すると！
毎年増加組数
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●「地方創生」第二ステージの枠組み～地域に根差した「２階建て」

市
町
村
全
体

各
地
区
（定
住
自
治
区
）

（１）人口分析・予測

（２）人口安定シナリオ

（３）必要定住増加人数＋α

●●地区人口ビジョン

20代前半男女１組
30代子連れ夫婦１組
60代定年帰郷１組

＜毎年の定住増加目標＞

●●地区定住プラン

（１）地区ぐるみの体制づくり＝地域自治組織

（２
）雇
用
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出
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ラ
ン

（３
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活
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プ
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（１）分野横断の体制づくり＝本部＆地区支援
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（１）人口分析・予測

（２）人口安定シナリオ

（３）必要定住増加人数

＋出産増
＋若者流出減
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４歳以下子供の増減数 2010～2015年 3
分
の
１
を
超
え
る
（
３
３
．
４
％
）で

４
歳
以
下
の
子
供
が
増
え
て
い
ま
す
！

（
維
持
も
２
０
地
区
）合
わ
せ
て
４
割
強

３．『田舎の田舎』に次世代定住

２０１５年合計特殊出生率＝全県1.80（全国２位） 1位沖縄1.94、全国平均1.46



30代女性の増減数 2010～2015年 ４
割
を
超
え
る
（
４
０
．
１
％
）
で

３
０
代
女
性
が
増
え
て
い
ま
す
！

「
維
持
」
も
２
３
地
区
・
合
わ
せ
て
５
割
超

「田舎の田舎」＝「限界状況」だけでなく、
「新たな暮らしのポジション」が生まれる「フロンティア」へ



必要な定住増加人数～人口1000人当たり 合
計
１
２
５
１
組
、
２
９
２
０
人

地
域
人
口
総
数
の
１
％
弱
（０
．
９
８
％
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で
人
口
安
定
化
達
成
可
能

（
首
都
圏
３
５
０
０
万
の
１
万
分
の
１
未
満
）

＊地方40道府県が展開しても全国で10万人強＝政府総合戦略目標「東京圏入超10万人是正」

二
条
地
区

匹
見
上
地
区



集落単独では
定住を支える
基本機能や活動

が困難

合併市町村

旧市町村

昭和の旧村

大字 （藩政村）＊地方によっ
ては集落と重なる場合も

集落

（小字など）組

＜平成の大合併＞

＜昭和の大合併＞

＜明治の大合併＞

（公民館区
現・旧小学校区）

（中学校区など）

定住自立圏

●コミュニティ・
行政単位の比較

一
次
生
活
圏

二
次
生
活
圏

＊最も基礎的・
伝統的な
地域運営単位

70~80人（中四国）
200~400人
（東北・北海道）

300～3,000人

1,000～数万人

数万人～
20万人程度

平均的な
人口規模

総合病院
大型店
高校等の
機能共有

人口定住の
基本的単位

①コミュニティの地元単位
②医療・福祉・教育
・商業・交通等の一次機能

各集落との
ネットワーク機能

都市拠点との
ネットワーク機能

結
節
機
能

４．新たな地域運営組織の形成エリア

「小さな拠点」

一次生活圏

「小さな拠点」エリア

「定住自治区」
のような自治と
行政両面から
位置づけへ



定住 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

農業
収入

1.0
人分

0.2 0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

助
成

助
成

助
成

不
足

不
足

不
足

不
足

不
足

不
足

不
足

A集落
営農 B集落

営農

C集
落営
農

D集落
営農

E集落
営林

F集落
土木

I集落
エネルギー

0.4人役

0.3人役

0.2人役

0.2人役

G集落
除草

H集落
除雪

0.4人役
・冬期

0.2人役
・冬期

0.4人役

0.2
人役

I集落
交通

0.4
人役

0.4人役

集落・分野・時期を横断する複合型の事業体（ヤマタノオロチ型）

小さな
拠点

0.6人役

集約して指定管
理＆複数年契
約＝●●地区
総合土木管理

一括発注

小さな就業機会を連携・集約

福祉、教育
GS

収入機会を
配分、所得を補完

配偶者
の雇用実現



国土のグランドデザインと総合戦略にも、集落地域を支える
新たな複合機能拠点として「小さな拠点」構想が登場

※実践編 「小さな拠点」づくりガイドブックより

地元に定住と循環の「砦」を創る
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人口340人の波多地区に新たな商業拠点がオープン
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＜出典：「公的介護保険制度の現状と今後の役割」平成27年度 厚生労働省老健局＞

５．地元ぐるみで介護費用を節減へ

10.4兆円

2016年度
予算ベース

介護費用の増大 医
療
費
も
現
在
４
０
兆
円
！



●女性高齢者（70～80代）の営農価値を計算し直す

今までの「縦割り」評価

農業部門のみ＝野菜の売上げ
月３万円×12か月＝36万円
＜手取り所得 18万円＞

これからの「合わせ技」評価

元気に日々農業するので、
介護費用 26万円（～最高額300万円）
（80代前半女性平均、N地区）
医療費 89万円
（80代前半男女平均、全国）
を浮かせている！！

合計100万円以上の価値創造
2014/11/1 山陰中央新報ほか



（１）邑南町全体の介護度・介護費用分析（速報値）

全国平均より低い要介護認定率（多いお達者の方）
＊要介護対象者の段階や平均額はあまり変わらない

→年間で8,128万円の節減（全国では9,000億円分）
＊町外の養護施設入居者25名の介護費用を算入すると、7,576万円



介護階級別認定者1人当たりの介護費用
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邑南町地区別認定者率（65歳以上：男女計）
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¥-30,000,000
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¥0

¥10,000,000

¥20,000,000

¥30,000,000

地区別介護費用の全国平均との差額

男性

女性

（２）地区別介護度・費用分析（速報値）

地区別で大きな差 → 手法の共有＆相互学習
→先行集団並みに改善→全体で極めて大きな効果

町外施設者
データ調整済
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¥46,720,679¥48,429,888¥49,220,660¥48,662,258¥49,764,769¥49,180,602¥46,161,691¥43,646,616¥43,788,185¥43,797,900

¥86,369,339
¥92,249,179¥90,563,209¥85,114,396¥81,715,412¥77,260,418

¥71,096,860
¥64,259,160¥59,797,121¥58,748,132
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¥60,000,000
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¥120,000,000

¥140,000,000

¥160,000,000

2016年 2021年 2026年 2031年 2036年 2041年 2046年 2051年 2056年 2061年

総介護介護費用の推移

男 女

（３）今後の進化～人口予測、医療データとの統合

人口予測プログラムと介護費用、医療データを組み合わせ

＊I地区における介護費用の将来予測例

これらを組み合わせ
対策の必要性、有
効性、費用を総合分
析へ

●人口の年齢構成
●年齢別の介護率・介護度の選択・改善
（現行、優秀地区並み、全国並み）
●年齢別の医療費用



志摩地域まるごとケア交流会

■主催：志摩病院・志摩医師会

■参加：医療機関、介護保険事業所、

歯科医師会、薬剤師会、

警察署、消防署、行政、社協、

民生委員児童委員、

保育所、女性の会、自治会、

ボランティア等

前田委員提出資料



<テーマ>

○地域における看取り支援

○認知症の人の支援

○独居や身寄りのない人の支援

〇判断能力の不十分な人の支援

〇地域における子育て支援

〇地域の見守り

○疾病予防・介護予防

〇災害時の連携 等



それぞれが興味ある地域課題を選んで



アンケート結果から

〇専門職も民生委員、ボランティアも

一緒に意見が交わせて良かった。

〇志摩にこのように一堂に集まれる場

ができたことは驚き。

〇消防署の人から、現場の話が聞けた。

〇もっと行政職員に参加してほしい。

〇何か一つでもこの場から生み出され、

実行されるものができたらいい。



横山委員提出資料

第１回 地域力強化検討会 論点（案）について

武蔵野市健康福祉部高齢者支援課

横山美江

１ 武蔵野市の生活支援コーディネーター、協議体の取り組みについて【別紙参照】

２ テンミリオンハウス・いきいきサロンについて 【別紙参照】

３ 住民主体による地域課題の解決力強化・支援体制づくり

住民主体による地域課題の解決力強化のためには、地域住民が学ぶ機会を増やすだけではなく、解

決のための具体的な行動を支援することも大事だと考える。

ボランティア活動、地域活動者には一人で多数の活動を行っている人も多く、また、高齢化も進んでい

る。住民主体の活動を広げるには、活動者の裾野を拡大することが大切である。若い世代を中心とした

ボランティア活動等について、近年、広がりつつあるが、「震災」「海外支援」など、目的や活動内容がわ

かりやすい活動に参加する人が多く、自分が住んでいる地域の活動、近所の人のための活動に取り組

む人は少ないのが現状である。自分の住むまちの課題に取り組む住民を多く増やすために、地域活動

を始めるためのきっかけづくりを含めた多様な支援について検討する必要がある。

また、介護保険分野で配置が始まった生活支援コーディネーターについては、配置を急ぐあまり地域

福祉分野との連携が不十分な自治体も見受けられる。各自治体において地域福祉の推進の視点から生

活支援コーディネーター、ＣＳＷ（地域福祉コーディネーター）の役割の整理、それらコーディネーターの

配置に関する財源の確保の検討が必要と思われる。

４ 市町村による包括的な相談支援体制の整備

＜人材育成＞

複合的な課題の家庭が増えてきているため、対象者（家庭）を多角的な視点でとらえ、総合的に課題

を整理し、適切な支援に結びつけるスキルを持った人材を育成し、包括的な相談支援体制の整備をする

必要がある。

＜窓口体制の確立＞

包括的な相談体制を確立するには、相談機関の一元化によって対応するか、関係者の連携を強化

することによって対応するかの検討が必要。（相談機関を一元化する場合は、市区町村で整備する場合

には、組織体制の改編、場所・人材の配置方法等についての検討に時間がかかる。）

また、相談機関の整備にあたっては、居場所などの住民同士が交流する場に専門職が出向く機能

を当該機関に付与することも重要であると思われる。（窓口に直接相談する住民は必ずしも多くなく、世

間話等をしながら相談を受けることや、出向いた先での会話から課題を抱えた住民の情報が入ってくる

ことも多い。）



生活支援コーディネーター連携会議
（第１層生活支援コーディネーターと第２層生活支援コーディネーター）※奇数月開催

市長

政策提言

第１層（市全域レベル）

第２層（在宅介護支援センター圏域レベル）

第２層生活支援コーディネー
ター（在宅介護支援センター職
員）による地域課題の抽出

意見集約（報告書案作成）

など

地域包括ケア推進協議会（地域包括支援センター運営協議会を発展）

報告

生活支援コーディネーター（第１層）
基幹型地域包括支援センター

地域ケア会議 地域社協運営委員会
地域懇談会

（地域フォーラム）

○○在支と市民
社協地域担当者
情報交換会議
（第１層生活支援

コーディネーター・
第２層生活支援コー
ディネーター・市民
社協地域担当者）

※偶数月に在支エリ
アごとに開催

1

生活支援コーディネーターと協議体

第3層
は特定
しない

横山委員提出資料②



■地域での見守りや社会とのつながりが必要な方の生活を支援する

の施設。

■地域での見守りや社会とのつながりが必要な方の生活を支援する

の施設。

テンミリオンハウスくるみの木体操プログラム

＜サービス内容＞

手芸・書道・体操・健康麻雀など
各種プログラムのほか、

喫茶・世代間交流・緊急ショートステイ
などを実施している施設もあります。

地域住民向けのイベントも
実施しています。

リバースモゲージによる遺贈物件・空き家・市有施設などを活用し、
ＮＰＯや住民組織等が運営。市が年間1000万円を限度として補助。

2

テンミリオンハウス
いつまでもいきいきと健康に

No. 施設名 住所 電話番号
① 川路さんち ○○○0-00-0 00-0000
② 月見路 ○○○○○0-00-0 00-0000
③ 関三倶楽部 ○○0-00-00 00-0000
④ そ～らの家 ○○○○○0-0-00 00-0000
⑤ きんもくせい ○0-00-0 00-0000
⑥ 花時計 ○○○0-00-0 00-0000
⑦ くるみの木 ○○0-00-00 00-0000



武蔵野市が優先的に取り組んだこと

「生活支援」の中でも『交流の場づくり』を優先的に取り
組むことにした。≪介護予防とつながりづくり≫

その交流から住民同士のつながりづくりができ、ゆくゆ
くは日常的な助け合いにつながることを目指して、「い
きいきサロン事業」を実施することにした。

※いきいきサロン事業は、一般介護予防事業（一般会計）とし
て、すべての高齢者を対象とした。

※いきいきサロンの立ち上げ、

運営の支援に第２層生活支援

コーディネーターが係わる。

3



い き い き サ ロ ン

2025年へ向けた“まちぐるみの支え合
いの仕組みづくり”を実現するために！

地域住民団体やＮＰＯ法人・民間事業者
等による、地域での介護予防や健康寿命
の延伸を目的とした、定期的に継続して実
施する「集いの場」づくりに対し、開設及び
運営に係る費用を補助。

28年度武蔵野市 新規事業

～ 補助内容 ～
◎運営費（消耗品費・講師謝礼等のプログラムに必要な経費） 年間上限20万円

※多世代交流加算（乳幼児や青少年と交流するプログラムを実施した場合） 年間上限5万円加算

◎開設準備費（備品の購入等、開設時に必要とされる経費） 1拠点上限10万円

◎活動拠点整備費（建物等の修繕等、拠点整備に必要とされる経費）1拠点上限30万円

◆団体等の活動内容◆
〇概ね65歳以上の高齢者が

5人以上（登録制。無断欠
席時には安否確認を行う）

〇週１回以上（２時間以上）
〇介護予防・認知症予防の

プログラム（脳トレや軽
体操等）を実施


